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第一章 序論 
 
  近年，日本のがん死亡率は増加し，1981年以降には脳卒中と入れ替わって死亡原因の
第一位となっている．日本におけるがん死亡数の増加の主な原因は，人口構成の高齢化，高
齢者人口の増加であるといわれており，今後もますます増加すると考えられる．がんの中で
も特に女性では乳がん，男性では前立腺がんなどの生体表面のがんによる死亡率が増加傾
向であることから，生体表面のがんの定量的な診断が求められている．しかし，現在，乳が
ん検査として用いられるマンモグラフィは，X線を用いるため，X線による被ばくなど安全
面での問題が懸念されている．また，得られる画像の読影が難しく正確な読影は医師や検査
技師の経験に頼る部分が大きいため，誤って診断されるケースも多くある．そのため，安全
かつ定量的ながんの診断法を確立するために数々の研究がなされており，なかでも，正常な
組織に比べてがん組織が固いという特徴を利用した組織弾性計測が近年注目を集めている． 
 生体組織などの比較的柔らかい物体の表面から周波数 1[kHz]程度までの低周波振動を加
えると，その放射エネルギーの大部分は生体中を横波として伝搬し，その伝搬速度や減衰係
数は，ずり弾性波などのずれ粘弾性パラメータと関連があることが知られている．また，生
体組織のずり粘弾性特性は，組織を触った時の硬さや感触と密接に関係している．そのため，
生体組織について低周波振動の伝搬速度や減衰などが測定できれば，画像などの視覚的な
診断に頼ることなく，疾病の進行度の定量的な評価や早期発見が期待でき，これらは組織の
特性化のために有用である．しかし，生体組織の機械的構造は非常に複雑であり，組織境界
等で反反射や屈折が生じるため，これが時として測定精度に影響を与えてしまい，肝臓など
の比較的一様な組織でしか伝搬速度を精度良く測定できないという問題があるのが現状で
ある．そのため，非一様かつ複雑な境界面を持つ組織においても，精度よく組織内部の粘弾
性を測定できるシステムが求められている．さらに臨床においては測定結果の明快かつ信
頼たる画像化が求められている． 
 特に本研究においては肩の筋肉である僧坊筋、棘上筋をターゲットとし本論文では生体
内ずり弾性波の映像化として汎用超音波装置のカラーフロー像を利用したずり弾性波波面
映像法を用いて測定を行いその評価を行った。 
3 
 
第二章 ずり弾性波計測について 
 
 本章ではずり弾性波の特徴と工学的な研究課題、生体軟組織内部における低周波振動の
伝搬について示す。さらにずり弾性波計測により期待される臨床意義や目的について示す。 
 
2-1 ずり弾性波とは 
 
ここでは、ずり弾性波の特徴とそこから考えられる工学的な課題について示す。 
 
ずり弾性波の特徴 
１．波長 
 ・ずり弾性波の波長は数ミリメートルであるため、高分解能測定が求められる（ずり弾性
波の周波数の向上） 
 
２．振幅 
 ・振幅は数ミクロン以下であり、高精度超音波計測技術が求められている。 
 
３．周波数 
 ・現在利用できるのは 100[Hz]~数[kHz]であり、ずり弾性波の減衰により主に制限され
る。 
 
工学的な研究課題 
１．ずり弾性波の波動としての性質と扱い方 
   伝播方向が一様でなく多重反射や減衰の問題がある 
 
２．測定法（H/W技術、S/W技術）、ずり弾性波の励起方法 
振幅を得ようとすると加振器のサイズが大きく重くなる。 
また、効率の問題もあり加振器の発熱の問題がある 
 
３．パラメータ推定法、その物理、臨床的意味づけ 
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2-2 生体内部の組織における低周波振動の伝搬 
 
 生体組織の粘弾性パラメータと低周波振動の伝搬速度および減衰の関係について以下に
示す。 
 外部から媒質に振動を伝えると、その振動は一般的に縦波・横波として伝搬するが、生体
の用の粘弾性媒質中では、Hooke の法則が成り立つ Voigt モデルと仮定することによりこ
の縦波・横波の伝搬速度および減衰係数は次式で与えられる。 
 
①  縦波 
伝搬速度 ： 𝑣𝑙 =
𝜔𝑣
𝑅𝑒[𝑔]
   (2-2-1) 
減衰係数 ： 𝛼𝑙 = −𝐼𝑚[𝑔]                  (2-2-2) 
 ただし、g = {
𝜌𝜔𝑣
2
(2𝜇+λ)
}
1
2
     (2-2-3) 
 
②  横波 
  伝搬速度 ： 𝑣𝑡 =
𝜔𝑣
𝑅𝑒[ℎ]
          (2-2-4) 
減衰係数 ： 𝛼𝑡 = −𝐼𝑚[ℎ]    (2-2-5) 
ただし、ℎ = {
𝜌𝜔𝑣
2
𝜇
}
1
2
       (2-2-3) 
 
                𝜇 = 𝜇1 + jω𝑣𝜇2                     𝜆 = 𝜆1 + 𝑗𝜔𝑣𝜆2                                                                   
𝜇1 ∶  ずり弾性係数                     𝜆1   ∶   体積弾性係数  
 𝜇2  :   ずり弾性係数                    𝜆2   ∶   体積弾性係数 
 ρ  ∶   密度 
ω𝑣  :  振動周波数  
     𝑅𝑒[]、𝐼𝑚[]：[]内の複素数の実数部、虚数部 
 
また、生体表面近くにはこれら縦波や横波の他に表面波が存在するが、子の伝搬速度はほ
ぼ横波の伝搬速度に等しいことが知られている．上記の波動の中で、縦波は圧縮性の波で
あり、媒質を圧縮することにより伝搬する。一方、横波は非圧縮性であの波であり、媒質
を等体積のまま、横方向に変形させながら伝搬していくため、ずり波とも呼ばれている。
ここで、周波数が 1[kHz]程度以下の低周波振動であると、外部から与えられた振動のエネ
ルギーはそのほとんどが横波に変換されると考えられる。 
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ここで、(2-2-4)式、(2-2-5)式で与えられる横波の伝搬速度と弁推計数をずり粘弾性パラメ
ータを用いて書くと、 
 𝑣𝑡 = √
2(𝜇12+𝜔𝑣2𝜇22)
ρ(𝜇1+√𝜇12+𝜔𝑣2𝜇22)
              (2-2-7) 
 𝛼𝑡 = √
𝜌𝜔𝑣2(𝜇1+√𝜇12+𝜔𝑣2𝜇22)
2(𝜇12+𝜔𝑣2𝜇22)
     (2-2-8) 
となる。 
したがって、もし、媒質の弾性が粘性にまさり、𝜇1 ≫ ω𝑣𝜇1の関係が成り立つときには、 
 𝑣𝑡1 ≅ √
𝜇1
𝜌
    (2-2-9) 
 𝛼𝑡1 ≅ 0     (2-2-10) 
となり、伝搬速度は、単にずり弾性係数と媒質の密度のみの関数となる。このとき、𝜇1が
大きいということは、媒質が硬いということであり、硬い媒質ほど伝搬速度は速くなる。 
 
 一方、媒質の粘性が弾性にまさり𝜇1 ≪ ω𝑣𝜇1の関係が成り立つときには、 
𝑣𝑡2 ≅ √
2𝜔𝑣𝜇2
𝜌
    (2-2-11) 
 𝛼𝑡2 ≅ √
𝜌𝜔𝑣
2𝜇2
    (2-2-12) 
となり、𝑣𝑡2・𝛼𝑡2ともずり粘性係数と密度の関数になり、この場合𝑣𝑡2・𝛼𝑡2の周波数依存
性（分散性）が現れてくる。 
Fig.2-2-1に弾性体と粘弾性体の周波数別伝搬速度を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.2-2-1 弾性体と粘弾性体の周波数別伝搬速度 
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2-3 ずり弾性波の期待されるパラメータと臨床的有用性 
 
 ずり弾性波の伝搬速度は、臨床的な有用性が明らかにされているが、ずり弾性波計測に
よって得られる情報としては、この他にも Fig.2-3-1に示すような情報も得られると考え
られる。その中で、今回伝搬速度の非線形について着目した。 
 
測定量 物理パラメータ 臨床意義 計測時の問題点 
伝搬速度 ずり弾性係数 組織の硬さ 多重反射、減衰 
減衰係数  
ずり粘性係数 
粘性評価 多重反射、屈折、 
反射 
伝搬速度の 
周波数依存性 
粘性評価、 
測定の定量性向上 
多重反射、減衰、 
空間分解能 
共振現象 ずり弾性係数 組織のボリュームの
大きさ 
減衰、空間分解能 
非線形性 初期応力、 
媒質の非線形性 
組織非線形性評価 振動振幅の減衰 
異方性 伝搬速度の方向性 繊維方向、繊維化 三次伝伝搬方向 
Fig.2-3-1 ずり弾性波によって得られる情報 
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第三章 ずり弾性波映像法の基本原理 
 
3-1 超音波パルスドプラ法による組織内振動伝搬計測の基本原理 
 
 組織内振動伝搬計測は、組織表面から振動を印加することで組織内に振動を励起させ、内
部を伝搬する振動を超音波で計測するものである。これは，組織内部を多数の超音波散乱体
と考えると、組織内部に超音波を送波し、超音波散乱体から反射してくる超音波がドップラ
ー効果によって周波数変調を受けていることに着目したものである。したがって、超音波散
乱体から反射した超音波を直交検波することで得られるドップラー信号から組織内部を伝
搬する振動を推定することができる。 
 今、Fig.3-1-1 に示すような超音波トランスデューサに近づく方向に、周波数𝑓𝑣、速度v(𝑡)
で振動する超音波散乱に対して超音波パルスを送波する場合を考える。 
 
Fig.3-1-1 計測モデル 
 
 
 
 
 散乱体の運動ξ(𝑡)は次式で表すことができる。 
 ξ(𝑡) = 𝜉0𝑠𝑖𝑛(2π𝑓𝑣𝑡𝑓 + 𝜙𝑣)     (3-1-1) 
 ただし 
𝜉0：振動振幅 
𝜙𝑣 ：初期位相 
 
 この時、超音波散乱体に反射した超音波の周波数 𝑓 は 
 𝑓 =
𝑐+𝑣(𝑡)
𝑐
𝑓0       (3-1-2) 
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 𝑓0：超音波の中心周波数 
 𝑐 ：音速 
 
この反射波が超音波トラスデューサで受信されるときの周波数𝑓′は 
 𝑓′ =
𝑐
𝑐−𝑣(𝑡)
𝑓       (3-1-3) 
 
(3-1-2)式,(3-1-3)式より 
 𝑓′ =
𝑐
𝑐−𝑣(𝑡)
×
𝑐+𝑣(𝑡)
𝑐
𝑓0 =
𝑐+𝑣(𝑡)
𝑐−𝑣(𝑡)
𝑓0     (3-1-4) 
 
したがって，超音波のドプラ周波数シフト∆𝑓は 
 ∆𝑓 = 𝑓′ − 𝑓0 =
𝑐+𝑣(𝑡)
𝑐−𝑣(𝑡)
𝑓0 − 𝑓0 =
2𝑣(𝑡)
𝑐−𝑣(𝑡)
𝑓0    (3-1-5) 
 
となる。 
 超音波ドプラ法で組織内の速度を観測する場合，組織内での音速は約 1500[m/sec]であ
り，それと比較して観測しようとする組織内の速度は 1~10 数[m/sec]と微小であるので，
c ≫ v(𝑡)となり、(3-1-5)式は次式のように近似することができる。 
 ∆𝑓 ≅
2𝑣(𝑡)
𝑐
𝑓0        (3-1-6) 
 
この時、超音波の位相変化∆𝜙は 
 ∆𝜙 = 2π∫(∆𝑓)𝑑𝑡 
    =
4𝜋𝑓0
𝑐
∫𝑣(𝑡)𝑑𝑡 
    =
4𝜋𝑓0
𝑐
𝜉(𝑡)        (3-1-7) 
 
となるので、この散乱体からの受信信号𝑟(𝑡)は 
 𝑟(𝑡) = 𝐴(𝑡)𝑠𝑖𝑛(2π𝑓0𝑡 + ∆𝜙 − 2𝑘𝑢𝑍) 
     = 𝐴(𝑡)𝑠𝑖𝑛 (2π𝑓0𝑡 +
4𝜋𝑓0
𝑐
𝜉(𝑡) − 2𝑘𝑢𝑍) 
     = 𝐴(𝑡)𝑠𝑖𝑛 {2π𝑓0 (𝑡 + 2
𝜉(𝑡)
𝑐
) − 2𝑘𝑢𝑍}       (3-1-8) 
ただし、 
 𝐴(𝑡)：振幅 
 𝑘𝑢 ：超音波パルスの波数 
 𝑍  ：トランスデューサ，散乱体間の距離 
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となる．よって超音波パルス間で微小変位𝜉(∆𝑡)による位相ずれが生じる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3-1-2 RF 信号の微小変位による位相ずれ 
 
次に RF 信号に、位相が互いに 90 度異なる超音波周波数成分を畳み込み積分し低域通
過フィルターをかけ、QI 信号を得る。 
 
(ⅰ) I 信号 
  RF 信号にキャリア信号を乗算すると 
 𝐼′(𝑡) =  𝐴(𝑡)𝑠𝑖𝑛 {2π𝑓0 (𝑡 + 2
𝜉(𝑡)
𝑐
) − 2𝑘𝑢𝑍} 𝑠𝑖𝑛(2π𝑓0)   
     = 
𝐴(𝑡)
2
{𝑐𝑜𝑠 (4π𝑓0𝑡 +
4π𝑓0𝜉(𝑡)
𝑐
− 2𝑘𝑢𝑍) − 𝑐𝑜𝑠 (
4π𝑓0𝜉(𝑡)
𝑐
− 2𝑘𝑢𝑍)}    (3-1-9) 
        
 
となる。ここで 2ω0付近の信号を低域通過フィルターで除くと、 
 𝐼(𝑡) =
𝐴(𝑡)
2
𝑐𝑜𝑠 (
4π𝑓0𝜉(𝑡)
𝑐
− 2𝑘𝑢𝑍)     (3-1-10) 
 
となり I 信号を得る。 
 
(ⅱ) Q 信号 
  (ⅰ)と 90 度異なるキャリア信号を乗算すると 
 𝑄′(𝑡) =  𝐴(𝑡)𝑠𝑖𝑛 {2π𝑓0 (𝑡 + 2
𝜉(𝑡)
𝑐
) − 2𝑘𝑢𝑍} 𝑐𝑜𝑠(2π𝑓0) 
      = 
𝐴(𝑡)
2
{𝑠𝑖𝑛 (4π𝑓0𝑡 +
4π𝑓0𝜉(𝑡)
𝑐
− 2𝑘𝑢𝑍) − 𝑠𝑖𝑛 (
4π𝑓0𝜉(𝑡)
𝑐
− 2𝑘𝑢𝑍)}  (3-1-11) 
 
 となる。(ⅰ)と同様に低域通過フィルターを用いると 
 𝑄(𝑡) =
𝐴(𝑡)
2
𝑠𝑖𝑛 (
4π𝑓0𝜉(𝑡)
𝑐
− 2𝑘𝑢𝑍)     (3-1-11) 
 
―：𝑟(𝑡, 𝜏) 
―：𝑟(𝑡 + ∆𝑡, 𝜏) τ 
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 となり、Q 信号を得る。 
 
従来法である Arc-tan 法を用いた変位推定は QI 信号より 
 𝜉(𝑡) =
𝑐
4π𝑓0
{
𝑄(𝑡)
𝐼(𝑡)
± 2𝑛π}       (3-1-13) 
となる。 
 ただし𝑡𝑎𝑛−1関数の主値の範囲を考慮し、I の富豪の変化時に±2𝑛πのオフセットを加え
る。 
 
3-2 カラーフロー映像系(CFI）の流速推定アルゴリズム 
 
いま、超音波パルスを同一方向に N パルス送波すると、i 番目の超音波パルスに対する受
信超音波の位相𝜙𝑖は、 
        𝜙𝑖 = 𝜙0 + 
2𝜋𝑓0
𝑐
  2𝑣 𝑖 Δ𝑡                (3-2-1) 
ここで 
    𝜙0: 初期位相 
    𝑓0: 超音波の中心周波数 
    𝑐: 音速 
    𝑣: 流速 
    Δ𝑡: 超音波パルス間の時間間隔 
 
(3-2-1)式より、i 番目の受信 RF 信号𝑟𝑖は、 
 
        𝑟𝑖 = 𝑟0 sin (2𝜋 𝑓0 𝑡 + 𝜙𝑖)                
           = 𝑟0 sin (2𝜋 𝑓0 𝑡 + 𝜙0  + 
2𝜋𝑓0
𝑐
 2𝑣 𝑖 Δ𝑡)               (3-2-2) 
 
この受信 RF 信号を直交検波器で直交検波すると、その複素直交検波出力?⃗? 𝑖、および?⃗? 𝑖の実
部信号および虚部信号である In phase 信号𝐼𝑖と、Quadrature 信号𝑄𝑖は、 
 
          Q⃗⃗ 𝑖 = 𝐼𝑖 + 𝑗𝑄𝑖 
               𝐼𝑖 =   𝑎 cos (𝜙0 + 
2𝜋𝑓0
𝑐
  2𝑣 𝑖 Δ𝑡)             (3-2-3) 
                                   𝑄𝑖 =   𝑎 sin (𝜙0 + 
2𝜋𝑓0
𝑐
  2𝑣 𝑖 Δ𝑡) 
 
(3-2-3)式は、(3-2-4)式のように書くこともできる。 
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                                  Q⃗⃗ 𝑖 =  𝑎 𝑒𝑥𝑝( 𝑗(𝜙0 + 
2𝜋𝑓0
𝑐
  2𝑣 𝑖 Δ𝑡))            (3-2-4) 
 
ここで、第 i 番目の超音波パルスの位相と、第 i+1 番目の超音波パルスの位相の差Δ𝜙𝑖を考
える。これは、 
 
                               Δ𝜙𝑖 = 𝑎𝑟𝑔 (Q⃗⃗ 𝑖+1Q⃗⃗ 𝑖
∗
)                   (3-2-5) 
 
と推定できるので、(4)式を代入すると、 
                               Δ𝜙𝑖 = 𝑎𝑟𝑔 ( 𝑎
2 𝑒𝑥𝑝( 𝑗
2𝜋𝑓0
𝑐
  2𝑣 Δ𝑡)) 
                                   =  
2𝜋𝑓0
𝑐
  2𝑣 Δ𝑡                    (3-2-6) 
 
よって流速𝑣は、次式で求められる。 
 
                           𝑣 =  
𝑐
2𝜋𝑓0∙2Δ𝑡
 Δ𝜙𝑖 = 
𝑐
2𝜋𝑓0∙2Δ𝑡
 𝑎𝑟𝑔 (Q⃗⃗ 𝑖+1Q⃗⃗ 𝑖
∗
)       (3-2-7) 
 
(3-2-7)式のカッコ内は、IQ 信号を使うと、 
 
             Q⃗⃗ 𝑖+1Q⃗⃗ 𝑖
∗
= (𝐼𝑖+1 + 𝑗𝑄𝑖+1) (𝐼𝑖 + 𝑗𝑄𝑖)
∗ 
                    = (𝐼𝑖+1 + 𝑗𝑄𝑖+1) (𝐼𝑖 − 𝑗𝑄𝑖)                 
                    = 𝐼𝑖+1𝐼𝑖 + 𝑄𝑖+1𝑄𝑖 + 𝑗(𝐼𝑖𝑄𝑖+1 − 𝐼𝑖+1𝑄𝑖)                     (3-2-8)  
 
と書けることより、流速の推定式として 
                              𝑣 =  
𝑐
2𝜋𝑓0∙2Δ𝑡
 𝑎𝑟𝑐𝑡𝑎𝑛 (
𝐼𝑖𝑄𝑖+1−𝐼𝑖+1𝑄𝑖
𝐼𝑖+1𝐼𝑖+𝑄𝑖+1𝑄𝑖
)            (3-2-9) 
 
CFI では、S/N を向上させるために、連続した超音波 N パルスから得た直交検波出力信号
を用いて以下の式で流速を推定している。 
 
                                      𝑣 =  
𝑐
2𝜋𝑓0∙2Δ𝑡
 𝑎𝑟𝑐𝑡𝑎𝑛 (
𝐸𝑈
𝐸𝐿
)              (3-2-10) 
                                             𝐸𝑈 = ∑ 𝐼𝑖𝑄𝑖+1 − 𝐼𝑖+1𝑄𝑖
𝑁
𝑖=1  
                                             𝐸𝐿 = ∑𝐼𝑖+1𝐼𝑖 + 𝑄𝑖+1𝑄𝑖
𝑁
𝑖=1
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3-3 CFIの流速推定アルゴリズムによるずり弾性波の波面検出 
 
いま、CFI の流速推定アルゴリズムをずり弾性波により反射体が正弦的に振動している
場合に適用する。 
ずり弾性波が伝搬して組織が正弦的に変動すると、組織変位𝜉は次式のように表すことが
できる。 
 
                  𝜉 = 𝜉0 sin (𝜔𝑣𝑡 + 𝜙𝑣)             (3-3-1) 
                       𝜔𝑣 : 振動角周波数 
            𝜙𝑣 : 初期位相 
 
このとき、i 番目の受信超音波パルスの位相𝜙𝑖は、 
 
          𝜙𝑖 = 𝜙0 + 
2𝜋𝑓0
𝑐
  2𝜉                  (3-3-2) 
 
直交検波器の出力は、(3-2-3)式と同様に 
               𝐼𝑖 =   𝑎 cos (𝜙0 + 
2𝜋𝑓0
𝑐
  2𝜉)                 (3-3-3) 
                                   𝑄𝑖 =   𝑎 sin (𝜙0 + 
2𝜋𝑓0
𝑐
  2𝜉) 
 
となる。 
ここでずり弾性波の角周波数に対して、下記の条件(周波数条件)が成り立つ場合を考える。 
                                     𝜔𝑣 =
2𝜋
4Δ𝑡
                   (3-3-4) 
つまりずり弾性波の周波数であらわすと、 
 
                                       𝑓𝑣 =
1
4Δ𝑡
                       (3-3-5) 
 
さらに、振動の初期位相として 
 
                                        𝜙𝑣 = 0                       (3-3-6) 
 
が満たされるとする。 
 上記条件（(3-3-5)式および(3-3-6)式）は、ずり弾性波の伝搬による組織の変位振動の周期
が超音波の４パルスに等しく、かつ初期位相が 0 の条件であり、これを変位振幅として図
に表すと Fig.3-3-1 にようになる。 
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Fig.3-3-1 仮定した変位振幅 
  
Fig.3-3-1 と同じ振動振幅は、ずり弾性波の振動周波数が高く、エイリアジングにより低い
周波数に折り返す場合にも生じるが、この時の振動周波数は、ｍを整数として、 
 
                                            𝑓𝑣 =
1
2
(𝑚 +
1
2
)
1
Δ𝑡
                (3-3-7) 
 
として表される。このため、以下の議論は、(3-3-7)式が成り立つ場合にも成立するので、ず
り弾性波の周波数として(3-3-7)式が成り立てばよい（CFIでずり弾性波を映像化するときの
周波数条件）。 
 
この時、変位𝜉は 
 
                                            𝜉 = 𝜉0 sin (2𝜋 𝑓𝑣 𝑖 Δ𝑡)                (3-3-8) 
 
と表される。この時、直交検波器の出力信号である I,Q 信号は、 
                                           𝐼𝑖 =   𝑎 cos (
4𝜋𝑓0
𝑐
 𝜉) 
                                          𝑄𝑖 =   𝑎 sin (
4𝜋𝑓0
𝑐
 𝜉)                  (3-3-9) 
 
となる。 
ここで、i=0,1,2,3 について、直交検波器の出力を求めてみると、 
 
i = 0の場合 
        {
𝐼𝑖 = 𝑎
𝑄𝑖 = 0
                            (3-3-10) 
 
14 
 
i = 1の場合 
              𝐼𝑖 =   𝑎 cos (
4𝜋𝑓0
𝑐
 𝜉0)                        (3-3-11) 
 ただしλを超音波の波長とすると、 
① 0 ≤ 𝜉0 ≤
𝜆
8
 の場合      {
𝐼𝑖 ≥ 0
𝑄𝑖 ≥ 0
                 (3-3-12) 
②  
𝜆
8
 ≤ 𝜉0 ≤
3𝜆
8
 の場合    {
𝐼𝑖 ≤ 0
𝑄𝑖 ≥ 0
 
 
i = 2の場合 
        {
𝐼𝑖 = 𝑎
𝑄𝑖 = 0
                            (3-3-13) 
 
i = 3 の場合 
               𝐼𝑖 =   𝑎 cos (
4𝜋𝑓0
𝑐
 𝜉0)                        (3-3-14)  
ただし、 
① 0 ≤ 𝜉0 ≤
𝜆
8
 の場合      {
𝐼𝑖 ≥ 0
𝑄𝑖 ≤ 0
                 (3-3-15) 
②  
𝜆
8
 ≤ 𝜉0 ≤
3𝜆
8
 の場合    {
𝐼𝑖 ≤ 0
𝑄𝑖 ≤ 0
 
となる。 
 
 
 
(21)-(25)式の関係をベクトル図であらわすと 
  ① 0 ≤ 𝜉0 ≤
𝜆
8
 の場合   
  Fig.3-3-2 に示すように、すべてのベクトルは第一象限と第四象限にある。 
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Fig.3-3-2 𝟎 ≤ 𝝃𝟎 ≤
𝝀
𝟖
 での直交検波器の出力信号 
 
③  
𝜆
8
 ≤ 𝜉0 ≤
3𝜆
8
 の場合 
ｉ=1 とｉ=3 の時のベクトルは第二象限と第三象限にある。 
 
       
Fig.3-3-3 
𝝀
𝟖
 ≤ 𝝃𝟎 ≤
𝟑𝝀
𝟖
 での直交検波器の出力信号 
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これらを Tab.3-3-1 にまとめる。 
 
                  Tab.3-3-1 直交検波器の出力信号 
𝑖 𝐼𝑖 𝑄𝑖 
0 𝑎 0 
1          𝐼𝑎 * 𝑄𝑎 (正) 
2 𝑎 0 
3          𝐼𝑎 * −𝑄𝑎 (負) 
* 0 ≤ 𝜉0 ≤
𝜆
8
  のとき𝐼𝑎 ≥ 0、 
𝜆
8
 ≤ 𝜉0 ≤
3𝜆
8
 のとき𝐼𝑎 ≤ 0 
 
 
 
次に、この IQ 信号のパターンに対して、CFI による速度推定値を求めてみる。 
まず(3-2-10)式で示される、流速導出アルゴリズムは次の 2 つの基本演算からなる。 
 
 
 
 
             
 Fig.3-3-4 流速導出の基本演算 
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ここで超音波パルスの送受信数 N=11 の場合に、CFI による流速導出アルゴリズムを図式
化すると 
 
 
 
           Fig.3-3-5 CFI における流速導出アルゴリズム 
 
 
(3-3-4),(3-3-6)式の 2 つの条件がともに満たされているとき、CFI における流速推定は下
図のようになる。 
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   Fig.3-3-6 CFI における流速導出アルゴリズムを使ったずり弾性波の波面再生 
ここで、 
     {
0 ≤ 𝜉0 ≤
𝜆
8
  のとき   𝐸𝐿 ≥ 0 
𝜆
8
 ≤ 𝜉0 ≤
3𝜆
8
 のとき  𝐸𝐿 ≤ 0
 
 
となるが、ともに EU=0 であるので、実軸を EL、虚軸を EUとするベクトルは、ELが正の
場合は実軸上の正の方向を向くベクトルとなり、流速推定値は 0 になる。一方、ELが負の
場合は実軸上の負の方向を向くベクトルとなり、流速推定値は正の最大値、または負の最大
値（ナイキスト周波数で決まる最大の流速値）になる。 
 つまり、 
①  ELが正になる条件（ずり弾性波による振動振幅が0 ≤ 𝜉0 ≤
𝜆
8
  の場合） 
流速 0 になる。 
 
②  ELが負になる条件（ずり弾性波による振動振幅が
𝜆
8
 ≤ 𝜉0 ≤
3𝜆
8
の場合） 
振動振幅の位相が 0 度、および 180 度になる位置にＣＦＩ画像には流速最大の部分
が現れる。 
 
この条件は、ずり弾性波の振幅により、ずり弾性波による振動位相が０または 180 度の
時に、特異なパターンが CFI 画像に現れることを示しており、これを振幅条件と呼ぶ。 
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ずり弾性波が組織中を伝搬しているとき、CFI 画像の中から上記に示したような特徴あ
る部分を抽出することにより、ずり弾性波の位相（0 度または 180 度）が推定できることに
なる。ずり弾性波が等位相になる部分はずり弾性波の波面を再現することに相当するので、
この方法により、CFI 画像からずり弾性波の波面を再現できることになる。 
 
 
この方法は、周波数条件（3-3-7 式）が成り立つときに、CFI の推定アルゴリズムが、ず
り弾性波の 0 度と 180 度の位相を検出するディジタルフィルターになっていることに着目
した、ずり弾性波の映像化法である。横軸を初期位相𝜙𝑣、縦軸を振動振幅𝜉0として、以下の
条件で、流速推定の数値シミュレーションをおこなった結果を Fig.3-3-7 に示す。 
 
[シミュレーション条件] 
超音波中心周波数 𝑓0  6.5𝑀𝐻𝑧 
超音波伝搬速度 𝑐  1500𝑚 𝑠⁄  
パルス繰り返し周波数 1 𝑑𝑡⁄  365𝐻𝑧 
パルス本数 𝑁   11 
加振周波数 𝑓𝑣   91.25𝐻𝑧 
 
   Fig.3-3-7 数値シミュレーション結果 
 周波数条件は、理論的には（3-3-7）式であらわされるが、実際には、ずり弾性波の周波
数この条件に近いときでも、流速の最大値または流速０の部分が CFI 画像上に現れるので、
ずり弾性波の周波数が周波数条件に近いときにも、ずり弾性波の波面が再現できる。 
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3-4 ずり弾性波波面からの伝搬速度推定 
 
周波数条件が成立する時、ずり弾性波の位相０度および 180 度付近の 2 か所で流速推定
値が最大値または０の値を示す。つまり、この部分を画像処理で抽出することで、ずり弾性
波の波長を求めることができ、これからずり弾性波の伝搬速度を推定できる。 
 
 
zx 平面を伝搬する平面波の波数の x 成分𝑘𝑥と z 成分𝑘𝑧とする。 
CFI で観測されるは面の位相𝜙は、ずり弾性波の移送の二倍変化するため（3-4-1）式のよ
うに表すことができる。 
 
           
𝜙
2
= 2𝜋𝑓𝑣𝑡 − ?⃗? ∙ 𝑟 +𝜙0 = 2𝜋𝑓𝑣𝑡 − (𝑘𝑥𝑥 + 𝑘𝑧𝑧)+𝜙0               (3-4-1) 
 
CFI では x 方向に対してパルス送波時間に差が生じる。この時間差が単位長さあたり𝑇𝑥だ
け生じるとき、x を dx だけ変化させたときの位相差𝑑𝜙𝑥は 
 
   
1
2
𝑑𝜙𝑥 = 2𝜋𝑓𝑣𝑇𝑥𝑑𝑥 − 𝑘𝑥𝑑𝑥                 (3-4-2)        
(3-4-2)式を変形して 
    𝑘𝑥 = 2𝜋𝑓𝑣𝑇𝑥 −
1
2
𝑑𝜙𝑥
𝑑𝑥 
                    (3-4-3) 
z を dz だけ変化させたときの位相差を𝑑𝜙𝑧とすると 
  𝑘𝑧 = −
1
2
𝑑𝜙𝑧
𝑑𝑧 
                      (3-4-4) 
また、|?⃗? |は次式で表される。 
     |?⃗? | = √𝑘𝑥
2 + 𝑘𝑧
2 =
2𝜋
𝜆
=
2𝜋
𝑣𝑣
𝑓𝑣
              (3-4-5)   
よって、ずり弾性波の伝搬速度𝑣𝑣は 
     𝑣𝑣 =
2𝜋𝑓𝑣
√𝑘𝑥
2+𝑘𝑧
2
=
2𝜋𝑓𝑣
√(2𝜋𝑓𝑣𝑇𝑥−
1
2
𝑑𝜙𝑥
𝑑𝑥 
)2+(
1
2
𝑑𝜙𝑧
𝑑𝑧 
)2
          (3-4-6) 
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第四章 ずり弾性波映像法の実験系と特徴 
 
4-1 実験系の構成 
 
 ずり弾性波励起部では発信器からの低周波振動を加振器に印加することにより、第三章
で示した周波数条件を満たした 1k[Hz]程度以下の連続的な振動を骨格筋端部に加え、ずり
弾性波を筋繊維方向に伝播させる。超音波プローブは骨格筋に平行になるように当てて、筋
組織を描画する。このとき、血流の映像化に用いられる超音波カラーグロー画像を取得する
が、この画像上には第三章で示した特定条件下でずり弾性波伝播に起因した波状パターン
が現れる。この画像を PC内に画像インターフェースを介して実時間で取り込み、ずり弾性
波波面を再現する。 
本研究では超音波映像装置として EUB-8500(日立メディコ)、EUB-7500(日立メディコ)を
もちいた。 
実験系を Fig 4-1-1に示す。 
 
 
Fig 4-1-1 実験系 
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実験で用いた加振器は積層圧電アクチュエータ（fig4-1-2）、パンタグラフ式アクチュエー
タ(fig4-2-3)、リニア振動アクチュエータ(Fig4-1-4)の３種類を用いた。 
各アクチュエータの特性は表 4-1-1のようになる。 
Fig4-1-5は積層圧電アクチュエータの変位-直流電圧、Fig4-1-6はパンタグラフ式アクチ
ュエータの変位-直流電圧の関係を表したものである。 
リニア振動アクチュエータに関しては共振系であるため、振動周波数は共振周波数（約
300[Hz]）付近に限定される。 
 
アクチュエータ 動作電圧 [V] 共振周波数 [Hz] 最大振幅 [μm] 
積層圧電アクチュエータ 0~150 8k 80.0±15 
パンタグラフ式アクチュエータ -30~150 764 210 
リニア振動アクチュエータ 5 314 1000 
表 4-1-1 アクチュエータの特性 
 
Fig4-1-2 積層圧電アクチュエータ AHB800（NECTOKIN） 
 
Fig4-1-3 パンタグラフ式アクチュエータ FlexFrame PiezoActuator(dsm) 
 
 
Fig4-1-4 リニア振動アクチュエータ Panasonicの電動歯ブラシより摘出 
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Fig4-1-5 積層圧電アクチュエータの変位-直流電圧 
 
Fig4-1-6 パンタグラフ式アクチュエータの変位-直流電圧 
 
 
人体での計測において計測の安定化と測定者による影響を抑えるために加振器と超音波
プローブの一体型化を行った。 
 Fig4-1-7に一体型一体型プローブの構造図、Fig4-1-8に一体型プローブ写真を示す。 
 一体型プローブにおいて、加振器を支える部分に防振性のゴムが入っているため、振動が
加振器先端部分の 1/6に抑えられている。 
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Fig4-1-7 一体型プローブ構造図 
 
Fig4-1-8 一体型プローブ写真 
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4-2 特徴 
 
提案手法の特徴として、以下のものが挙げられる。 
 
①  汎用の超音波カラードプラ装置（カラーフロー画像 CFI）の流速検出アルゴリ
ズムをずり弾性波の波面検出に使うために、超音波装置本体の改造を一切必要と
せず、超音波映像装置のビデオ出力を画像処理することで、連続的なずり弾性波
を使う組織弾性の映像系が構成できる。 
 汎用の超音波装置に、加振源と画像処理用の PC、専用の画像処理ソフトを付け
ることで、 
簡単に定量性の高い組織弾性映像系が構成できる。 
 （組織弾性の映像系が簡便な方法で得られる。 
単に従来装置のオプションで新規の医療映像法が構築できる） 
 
②  超音波映像装置の流速検出アルゴリズムをずり弾性波の波面検出のために活用
しているので、ずり弾性波映像を得るのに必要な信号処理能力は一般の PC で十
分であり、このため実時間でずり弾性波の波面が組織中を伝搬していく様子が動
画像で観測できる。 
   （実時間で波面の動きが再生される。 
波面の動きや伝搬方向の乱れから組織の機械的なマクロ構造が観察でき、これ
から液状変成、組織の癒着など従来の映像系では得にくい情報が得られる） 
 
 
③  連続的なずり弾性波（周波数１ｋHz 程度以下の生体表面からの振動の印加で生
体組織中に励起される）を使っているので、超音波の放射圧を使う方法（シーメン
ス社 Virtual Touch 等）に比べて生体への高い安全性を有する。また静圧を生体表
面から印加しそのときの組織ひずみを映像化する方法（日立、エラストグラィ等）
に比べて、ずり弾性波を使っているので定量性が高い。 
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第五章 ファントム実験 
 
本章では、寒天ファントムを用いた実験による提案手法の評価について示す。 
 
5-1 寒天ファントムの概要 
 
 ファントムとしては弾性特性が生体に近く、作りやすいという点からグラファイト粉末
を混入した寒天を使用する。 
 寒天ファントム作成法を以下に示す。 
 
① 水に所定の量の寒天粉末とグラファイト粉末を加えて沸騰するまで加熱する。 
② 沸騰したらグラファイト粉末が底に沈殿しないようにかき混ぜながら、約 40[℃]にな
るまでゆっくり冷却する。 
③ 約 40[℃]になったら型に入れて、冷蔵庫で完全に固まるまで冷却する。 
 
なお、寒天の濃度を変化させることで、ファントム内部の振動伝播速度を駆ることができ
る。 
 実験に使用したファントムはグラファイト濃度 1.50wt%とし、寒天濃度は 1.00wt%、
1.50wt%、1.75wt%の 3種類のものを用いた。 
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5-2 実験方法 
 
実験条件および実験方法について以下に示す。 
 
・ずり弾性波映像法 
[実験条件] 
 超音波中心周波数   6.5M[Hz] 
 超音波パルス繰り返し周波数  365[Hz] 
 加振周波数    276.5[Hz] 
 計測領域 
    ｘ方向    23[mm] 
  ｙ方向    25[mm] 
 ファントム表面の加振源  R5,R3.75のアクリル 
 
[実験方法] 
① 加振器先端に取り付けたアクリル片をファントム表面で振動させ、ファントム内部に
ずり弾性波を励起させる。 
② 超音波映像装置につながれた超音波プローブをずり弾性波伝搬方向と平行に当てる。 
③ カラーフロー画像を取得し、画像処理を施すことで波面マップを得る。 
 
Fig.5-2-1 に寒天ファントム実験の様子を示す。 
 
Fig5-2-1 寒天ファントム加振実験 
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5-3 提案手法の評価 
 
 寒天ファントム実験の結果と群馬大学理工学部山越研究室で自作した装置による微小変
位計測による測定値との比較を行い、提案手法の評価を行った。 
  
（１） ずり弾性波映像法 
 寒天濃度 1.00wt%、1.50wt%、1.75wt%のファントムについて得られたカラーフロー画
像（CFI）をそれぞれ Fig5-3-1、Fig5-3-2、Fig5-3-3に示す。 
 
    10[mm] 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
   Fig5-3-1 寒天濃度 1.00wt%における CFI 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig5-3-2 寒天濃度 1.50wt%における CFI      Fig5-3-3 寒天濃度 1.75wt%における CFI 
 
 各寒天ファントムに対して得られた CFIよりずり弾性波映像法のアルゴリズムを用いて
位相、伝播方向マップ、伝播速度マップについてられた一例を Fig5-3-4、Fig5-3-5、
Fig5-3-6に示す。 
 
 
 
 
 
-2.3 
2.3 
[cm] 
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Fig5-3-4 寒天濃度 1.00wt%における位相、伝播方向マップ、伝播速度マップ 
 
 
Fig5-3-5 寒天濃度 1.50wt%における位相、伝播方向マップ、伝播速度マップ 
 
 
Fig5-3-6 寒天濃度 1.75wt%における位相、伝播方向マップ、伝播速度マップ 
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各濃度の寒天ファントムについて伝播速度の推定を行った結果と微小変位計測による結
果とを比較したものを Fig5-3-7に示す。 
 
 
Fig5-3-7 ずり弾性波映像法と微小変位計測による測定値比較 
 
＊微小変位計測による測定 
 群馬大学理工学部山越研究室で自作した装置での測定結果 
 画像中の各点の微小変位を超音波ドプラ信号から検出し、フーリエ解析を行うことでず
り弾性波の振動成分の振幅と位相を抽出。必要とされる計算量が格段に多く（測定に数分
を要する）、実時間の映像化には向かない 
 
Fig5-3-7の伝播速度推定の結果より、ずり弾性波映像法の推定値と微小変位計測による推
定値はほぼ同様な推定値を示していることがわかる。 
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（２）異なる振幅による測定 
加振器として積層圧電アクチュエータとリニア振動アクチュエータを用いて振幅を変え
て測定を行った。 
 
[実験条件] 
 加振器  積層圧電アクチュエータ （推定振幅 50[μｍ]） 
    リニア振動アクチュエータ（推定振幅 490[μｍ]） 
測定対象  蒟蒻 
 加振周波数  276.5[Hz] 
 
測定結果のカラーフロー像を Fig5-3-8に伝播速度の推定結果を表 5-3-1に示す。 
 
Fig5-3-8 異なる振幅による加振実験結果 カラーフロー像 
 
表 5-3-1 異なる振幅による加振実験結果 伝播速度推定値 
 
 
振幅を変えて加振をおこなっても同様な伝播速度が推定できていることが確認できた。 
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5-4 3層ファントム実験 
 
今回は測定対象として人体を想定している。そのため、層になっている場合の伝播の様
子を蒟蒻、1.50wt％寒天ファントム、1.75wt%寒天ファントムを用いて実験を行った。 
リニア振動アクチュエータとパンタグラフ式振動アクチュエータを用いて周波数を変え
て実験を行った。 
 
（１） 加振周波数 276.5[Hz] 
[実験条件] 
 加振器   リニア振動アクチュエータ 
 推定振幅   490[μm] 
 
 3層ファントムについて加振実験を行い得た CFIを Fig5-4-1に、位相伝播速度マップ、
伝播方向マップを Fig5-4-2に示す。 
Fig5-4-1 三層ファントム（276.5[Hz]）CFI 
Fig5-4-2 三層ファントム（276.5[Hz]）位相、伝播方向、伝播速度マップ 
 
33 
 
（２） 加振周波数 458.3[Hz] 
[実験条件] 
 加振器   パンタグラフ式振動アクチュエータ 
 推定振幅   150[μm] 
 
 3層ファントムについて加振実験を行い得た CFIを Fig5-4-3に、位相伝播速度マップ、
伝播方向マップを Fig5-4-4に示す。 
Fig5-4-3 三層ファントム（458.3[Hz]）CFI 
 
Fig5-4-4 三層ファントム（276.5[Hz]）位相、伝播方向、伝播速度マップ 
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加振周波数 2 76.5[Hz]、458.3[Hz]それぞれの場合について、各 10実験を行い、蒟蒻、
寒天 1.5wt%、寒天 1.75wt%について伝播速度の推定を行った結果を Fig5-4-5に示す。 
 
Fig5-4-5 3層ファントム各層の伝播速度 
 
蒟蒻、寒天 1.5wt%、寒天 1.75wt%それぞれについて分離して伝播速度の推定が行えてい
る。 
 
 
加振周波数 2 76.5[Hz]、458.3[Hz]について横のラインごとに伝播速度推定を行った結果
を Fig5-4-6に示す。 
 
Fig5-4-6 横のラインごとの伝播速度推定値 
 
加振周波数が高いと分解能が高く、層ごとの差が顕著に現れる。しかし、生体に対し
て過信を行った場合には減衰が大きく、ずり弾性波がきちんと伝播しない。そこで生体の
実験では 300[Hz]付近を用いることにした。 
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第６章 in-vivo実験 
 
 本章では、生体実験による提案手法の評価について示す。棘上筋において既存
技術で測定した結果との比較、測定精度の評価を僧坊筋での測定で行う。 
 今回の実験においては IRB の承認を得て、事前に被験者の同意をいただいた
上で行っています。 
 
6-1 肩での測定 
各実験における実験条件を以下に示す。 
 
・棘上筋加振 
[実験条件] 
 超音波映像装置            EUB-8500 （日立メディコ） 
 超音波中心周波数   6.5M[Hz] 
超音波パルス繰り返し周波数  365[Hz] 
加振周波数    276.5[Hz] 
生体表面の加振源      アクリル製（先端 R5の半円球） 
 
・僧坊筋加振 
[実験条件] 
 超音波映像装置            EUB-7500 （日立メディコ） 
 超音波中心周波数   6.5M[Hz] 
超音波パルス繰り返し周波数  365[Hz] 
加振周波数    275.8[Hz] 
生体表面の加振源      アクリル製（先端 R5の半円球） 
 
[実験方法] 
①  一体型プローブにおいて加振器先端を生体表面で振動させ、生体内部にずり弾性波
を励起させる。 
② カラーフロー画像を取得し、画像処理を施すことで位相、伝播速度マップ、伝播方向
マップを取得し、伝播速度推定を行う。 
 
測定箇所の写真を Fig6-1-1に骨格図を Fig6-1-2に示す。 
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Fig6-1-1測定箇所写真 
 
Fig6-1-2 測定箇所骨格図 1 
 
肩の表層部に僧坊筋があり、その下に棘上筋がある。 
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6-2 実験結果 
 
実験で得られた測定結果の例として Bモード画像を Fig6-2-1に CFI、位相、伝播方向マ
ップ、伝播速度マップを Fig6-2-2に示す。 
 
 
Fig6-2-1 僧坊筋、棘上筋 B モード画像 
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Fig6-2-2  CFI、位相、伝播方向マップ、伝播速度マップ 
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6-3 従来法との比較、精度評価 
（１）棘上筋測定による従来法との比較 
 棘上筋での測定について ARFI 法で測定した結果*1,2 と比較したもの Fig6-3-1 に示す。 
このとき文献*1,2において弾性率で記載されていたため 
𝑣 = √𝜇 3𝜌⁄  
𝑣：伝播速度[m/s]   𝜇：弾性率  𝜌：密度(1000[kg/m3]) 
(6-3-1)式 2を用いて伝播速度に変換した。 
 
Fig6-3-1 棘上筋測定結果の ARFI法との比較 
 
 ARFI法で測定した結果と近い伝播速度が推定できている。 
 ARFI法で測定したものよりも誤差が小さく測定できている。 
 
 
（２）僧坊筋測定による精度の評価 
 測定精度を評価するために僧坊筋において加振実験を行った。比較は以下の２通りにお
いて行った。 
   ・同一測定者による測定 
   ・異なる測定者による測定 
測定の条件としては 
   被験者：２人 
   測定回数：５回 
とした。 
 
測定の結果を Fig6-3-2に示す。 
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Fig 6-3-2 僧坊筋伝播速度測定結果 
 
 
測定結果に対して同一の測定者について、別の測地停車についてそれぞれｔ検定を行い有
意差があるかまとめた結果が表 6-3-1となる。 
 
 
被験者 
A B 
同一測定者 0.17 0.06 
異なる測定者 0.37 0.72 
表 6-3-1 t検定の結果 
 
 T 検定において与えられた自由殿対する t 値が 95%信頼区間の外側に来る確立は表 6-3-2
のように考えられる。 
ｐの値 有意差について 
p>0.1 有意差は無い 
0.05＜ｐ＜0.1 有意傾向である 
ｐ＜0.05 有意差がある 
表 6-3-2 t検定におけるｐの意味 
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 表 6-3-1、表 6-3-2の結果より、異なる測定者間において、同一測定者間において被験者 A
についても有意差が無いとなった。 
 しかし、同一測定者間において被験者 Bにおいて有意傾向であるとなった。 
そこで有意傾向であるとなった測定結果について測定結果の B モード画像に位相像を重ね
たものを Fig6-3-3に示す。 
 
Fig6-3-3  優位傾向となった例 
 
Fig6-3-3 測定者 A_2の ROI内右半分において伝播に異常が見られた。この影響により
正確な伝播速度の推定が行えた買ったものと考えられる。 
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第七章 結論 
 
7-1 結論 
 本研究では汎用超音波装置によるカラーフロー画像を用いたずり弾性波映像法により軟
組織の伝播速度推定を行った。 
 
（１） 寒天ゲルファントムによる伝播速度の推定 
 ずり弾性波映像法と微小変位計測によるずり弾性波の伝播速度推定値の比較を行った結
果、どちらも近い推定値を示していた。よってずり弾性波映像法によって推定された伝播速
度は信頼に値するものと考えられる。 
 また、異なる振幅の加振器を用いて同じ加振周波数でずり弾性波再生法による伝播速度
推定を行ったところ、伝播速度の推定値が同様な値を示していたため、振幅条件を満たした
加振であれば、加振器によらず測定ができる。 
 
（２）3層ファントムによる測定 
蒟蒻、寒天 1.50wt%、寒天 1.75wt% を用いて三層の生体模擬ファントムを用いて測定を
行った。このとき加振周波数が 276.5[Hz]と 458.3[Hz]の２種類の周波数を用いた。 
各層について分離して伝播速度の推定ができた。 
加振周波数が 276.5[Hz]と 458.3[Hz]の２種類の場合について、それぞれ ROI内部を横の
ラインで細かく区切って伝播速度の推定を行った結果、458.3[Hz]のほうが層毎の差がはっ
きりと現れることがわかった。 
 
（３） 棘上筋での測定 
 一体型プローブを用いて棘上筋の伝播速度推定を行った結果と ARFI 法で測定した値を
比較した結果、近い値が推定できた。よってずり弾性波映像法により棘上筋の伝播速度推定
が行えたといえる。 
 
（４） ずり弾性波映像法の精度評価 
 僧坊筋を対象とし、被験者 2 人に対して、測定者 A が２回、B が１回の測定を５回行っ
た。測定者 Aの 1回目と 2回目について、測定者 Aの 1回目と測定者 Bについて有意差検
定（ｔ検定）を行った。その結果異なる測定舎監において、測定者 A の被験者 A に対して
有意差は無いという結果になった。有意傾向であるという結果についてはずり弾性波の伝
播に異常が見られた。 
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7-2 今後の課題 
 
（１） 加振周波数が高いものを加振源とすれば、分解能の高い画像を得られることが実験
によりわかったが、今回実験を行った加振器の振幅では減衰が大きく生体で測定す
るのに十分な振幅が得られていない。そこでより振幅の大きな加振器の製作を行え
ば、より分解能の高い部位低が行えるものと考えられる。 
 
（２） 今回健常者においての測定を行い、有意差が無く安定して測定できると判断できた
が、今後は棘上筋の断裂が起こっている人に対してや肩こりがひどいとされる人な
どで測定を行い、臨床的意義の検証を行う必要がある。 
 
（３） 腓腹筋や甲状腺など他の部位においても測定箇所を展開していくことが目標となる。 
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